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松本都市計画区域区分の変更について

松本都市計画区域区分の変更について

　このことについて、都市計画法第21条第２項の規定において準用する同法第18条第
１項の規定により、次のように審議会に付議します。
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松本都市計画区域区分を次のように変更する。

１．市街化区域及び市街化調整区域の区分

「計画図表示の通り」

２．おおむねの人口

本区域の将来におけるおおむねの人口を次のとおり想定する。

年次 平成27年 令和７年

区分 （基準年） （基準年の10年後）

都市計画区域内人口 ２３６．１ 千人 ２３２．４ 千人

市街化区域内人口 １７３．０ 千人 １７３．６ 千人

６３．１ 千人 ５８．８ 千人

松本都市計画区域区分の変更（長野県決定）

市街化調整区域人口
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松本都市計画区域区分の変更理由書 

 

今回の区域区分の変更は、第７回線引き見直しに伴い、市街化区域への編入を保留してい

た工業フレームの一部を、和田地区に編入するものです。 

 

 和田地区は、松本環状高家線西の臨空工業団地内に位置し、交通利便性が高い地区です。

また、将来的な計画として松本環状高家線の延線並びに松本波田道路整備により、より利便

性が上がることが予想される地区でもあります。また、周辺はすでに工業団地として整備さ

れています。 

 

 松本都市計画区域マスタープランでは、工業地として、既存工業団地周辺や主要地方道松

本環状高家線沿線等において、農業的土地利用と調整を図りながら、新たな産業を誘致する

ことを検討することとしており、今回の変更はこの方針と整合しています。また、松本市都

市計画マスタープランにおいて、和田地区は、都市的開発整備ゾーンに位置付け、大規模な

工場・物流施設、研究機関の集積を維持・誘導し、周辺環境と調和する産業空間形成を進め

る地区としており、今回の変更はこの方針と整合しています。 

 

 和田地区は現在農用地ですが、民間開発事業者による工業団地造成が予定され、事業実施

を担保するために松本市と書面により「基本協定」を締結していることや、関係する地権者

の同意率も 100%であることなどから民間開発による工業団地の開発が確実となりました。

市街化編入後、開発許可申請を行い、許可後に開発行為に着手します。 

 

 これにより、和田地区は都市計画運用指針に記載の新市街地として市街化区域に編入す

る事が望ましい区域として挙げられている区域のうち、「民間開発事業者による計画開発事

業が、用地取得が確実であること等により、その実施が確実であり、かつ開発計画の内容が

関係公共団体と調整を了する等により、都市の健全な発展と宅地の実供給に資するもので

あると認められる区域」に該当します。 

 

 以上より、和田地区の市街化区域編入は、上位計画・関連計画との整合・位置づけが明確

であることに加え、本地区は民間事業者による新たな工業団地造成が確実となり、都市計画

運用指針に適合した良好な市街地の形成が確実となったことから新市街地として市街化区

域に編入するものです。 
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※区域区分とは 

 区域区分とは、都市計画法第７条において「都市計画区域について無秩序な市

街化を抑制し、計画的な市街化を図るため必要があるときは、都市計画に、市街

化区域と市街化調整区域との区分（以下「区域区分」という。）を定めることがで

きる」と規定されています。 

 この区域区分は、良好な市街地形成や、市街化調整区域の農地や自然的環境の

保全ならびに市街地外への無秩序な宅地化の抑制等、良好な都市環境を形成する

うえで、最も有効な手段と考えられます。 

 

≪松本都市計画区域区分の経緯≫ 

当初決定        昭和46年 ５月 17日 

第１回見直し      昭和52年 ７月 28日 

第２回見直し      昭和59年 ４月 19日 

第３回見直し      平成４年 ６月 25日 

第４回見直し      平成10年 ７月 30日 

第５回見直し      平成16年 ５月 13日 

第６回見直し      平成22年 11月 ４日 

第７回見直し      令和４年 ５月 23日 
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【都市計画の策定の経緯の概要】

松本都市計画区域区分の変更

事項 時期 備考

地元説明（説明会等）

案の申し出

（都市計画法第 15 条の２第１項）

公聴会開催の公告

公述申出書提出期限

都市計画公聴会

（都市計画法第 16 条第 1 項）

関東地方整備局長事前協議

関東地方整備局事前協議回答

市町村意見聴取

（都市計画法第 18 条第 1 項）

計画案の公告

（都市計画法第 17 条第 1 項）

計画案の縦覧

（都市計画法第 17 条第 1 項）

市町村意見聴取回答

長野県都市計画審議会

国土交通大臣協議

（都市計画法第 19 条第 1 項）

国土交通大臣協議回答

決定告示

（都市計画法第 20 条第 1 項）

随時

令和６年 12 月４日（水）

令和６年 12 月 26 日（木）

令和７年１月 31 日（金）

令和７年２月９日（日）

令和７年２月 10 日（月）

令和７年３月 14 日（金）

令和７年４月 23 日（水）

令和７年６月 12 日（木）

令和７年６月 13 日（金）～

令和７年６月 26 日（木）

令和７年８月 26 日（火）

令和７年９月４日（木）

令和７年９月中旬

令和７年 10 月中旬

令和７年 10 月下旬

公述申出がなかった

ため中止

以下、予定
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地 区 名 和田

面 積 ６．１ha

区 域 区 分 市街化区域

土 地 利 用 工業系

見 直 し 基 準 ⑴　③

松本都市計画区域区分変更（案） 航空写真

既存工業団地

既存工業団地

物流拠点

及び駐車場
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Ｂ．区域区分（法第７条関連）

１．市街化区域

（３）おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域

③ おおむね１０年以内に優先的かつ計画的に市街化を図るべき区域は、既成市街地の

周辺部と新市街地との各々について、以下のように取り扱うこととすべきである。

2) 新市街地は、市街地の発展の動向、当該区域の地形、自然条件及び交通条件を配慮し、

かつ、都市施設を効果的に配置し、整備することができるよう定めることが望ましい。

また、次に掲げるような計画的な開発の見通しのある区域を主体として、いたずらに

広く定めないことが望ましい。

ｃ 民間開発事業者による計画開発事業が、用地取得が確実であること等により、その

実施が確実であり、かつ開発計画の内容が関係公共団体と調整を了する等により、

都市の健全な発展と宅地の実供給に資するものであると認められる区域

【松本市和田地区】

■都市計画運用指針との整合

松本都市計画区域区分の変更 計画の妥当性について

２ 見直し基準

（１）市街化調整区域から市街化区域への編入基準（新たな飛地を除く）

③ 既に工場として開発されている区域及び工場の拡張計画があり、市街化区域として

整備することが望ましい区域で次のいずれにも該当するもの

a) 接する市街化区域並びに市街化区域に編入する区域との土地利用、地域地区との整合

が図れる区域であること

b) 工場拡張計画の区域は、その事業計画について関係機関との調整が完了しており、

事業の実施が確実な土地の区域であること

■長野県第７回区域区分見直し方針との整合
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市街化区域拡大需要面積の算定（概要）

【推計の流れ】

①Ｒ７工業出荷額の将来における工業の規模（単位：円）

＊区域マスに記載（過年度の実績値をデフレーター補正し、回帰分析にて算出）

②Ｈ27工業出荷額の基準年における工業の規模（単位：円）

＊区域マスに記載（Ｈ27実績値）

（①-②）

③工業出荷額増加分（単位：円）

[Ｒ７将来]－[Ｈ27基準年]
工業フレーム

⑦必要となる工業用地の面積（工業用地の不足面積グロス）（単位：面積）

＊実際に都市として必要な機能を含めた面積≧編入する区域面積

④敷地生産性（単位：円/面積）

各過年度の平均値
（③÷④）

⑥補正係数

道路などの公共用地として使用される用地につ

いて公共用地率として加味
（⑤×⑥）

⑤産業用地需要（工業用地不足面積ネット）（単位：面積）

＊道路などの公共用地やその他の用途で使用される用地などを含まない

純粋に必要とされる工業用地面積
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